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本調査は、わが国の景気動向や仕事と暮らしについての勤労者の意識をアンケート調査により、定期的に把握するとと

もに、勤労者の生活の改善に向けた政策的諸課題を検討するための基礎的資料を得ることを目的としている。2001 年 4 

月に第１回調査を開始して以来、毎年 4 月と 10 月に定期的に調査を実施し、多様な勤労者の仕事と生活の状況や認識を

把握することにつとめている。また、2011 年 4 月実施の第 21 回調査より、調査対象者を拡大するために、従来の郵送モ

ニター調査からインターネットによるＷＥＢモニター調査に切り替えている。 

第 34回調査では、「勤労者の景況感や物価、仕事に関する意識」「労働時間についての意識と実態」「勤務時間外の拘

束・持ち帰り残業の実態」「職場でのストレスとメンタルヘルスケア」「AIが働くことに及ぼす影響に関する意識」をテ

ーマとして取り上げた。調査対象および集計対象は首都圏、関西圏に居住する 20 ～64歳の民間雇用者で、有効回答数は

2,000 名であった。以下に調査結果のポイントのみ示したので、詳細は報告書本文を参照されたい。 

 

《調査結果のポイント》 

◆ 景気が悪化したとの認識はやや弱まる。一方、勤め先の経営状況は悪化との見方が続き、失業不安は３割近い。賃

金に改善の動きがみられる。 

◆ 男性正社員の月平均の所定外労働時間は 42.3時間。また、所定外労働を行った人の 3割超に賃金不払い残業あり。 

◆ 正社員の 5割超が勤務時間外のメール等の対応、4割が持ち帰り残業あり。 

◆ 勤務時間外の業務頻度・時間数が多いほど負担・ストレスを強く感じている。 

◆ 業務の繁忙・人間関係によるストレスが増えた人は、それぞれ 3割超。 

◆ ５割超がストレスによる心身の不調を感じている。 

◆ 勤め先で AIを導入しているが 3.8％、導入見込みが 10.7％。３割近くが AI導入に伴い従業員数が減ると認識。 
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